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昨年来、村上農園ソーラー発電所の建設資金

（総額 1700 万円）の半分を補助金として受け

るため、所沢市（環境クリーン部）に、農水省の補助金

制度「みどりの食料システム戦略推進交付金・地域循

環エネルギーシステム」の要件である「検討協議会の

設置」求めていましたが、了解されず、中

断を余儀なくされておりました。そうした

中、資金提供してもよいという朗報が、所

沢市在住の有力な、お二人の方からあり

ました。そこで事業の目的と構図、および

長期資金収支計画について以下の説明

を申し上げましたところ、ご理解を賜り、寄

付金として受領することでお約束いただ

きました。心より感謝申し上げております。 

改めて当事業の目的を申し上げます。 

１）太陽光発電を少しでも早く稼働するこ

とにより、大気中の CO2 濃度が増えるこ

と防ぎ、現在の「沸騰化する地球環境危

機」を少しでも和らげ、将来の世代の人々

の安全な生活のために、微力ながら貢献

する。 

２）当会は人件費ゼロの 100％ボランティアの会社で

す。その目的は1）に掲げた地球環境のために、少しで

も CO2 排出削減の努力をすることです。同時にそれ

はゼロカーボンシティ所沢 2050 を定めた地域の目標

にも合致するものです。 

３）設置計画地の村上農園の畑は半ば遊休農地でし

た。農園主の村上三郎氏がソーラーシェアリング事業

を前提に、小麦の栽培を決め、種まき、麦踏み、収穫、

脱穀などは市民ソーラーと周辺市民とで協働で行い、

「川越いもの子製麺」にて半生うどんに加工し販売し

ました。赤字ですが村上農園に収入をもたらし、作物

の地産地消に貢献しました。ソーラー発電パネルは

3.2ｍ高さにあり、列と列の間隔も 2ｍを空けますので

小麦の生育に支障を与えません。むしろ夏の暑熱をカ

バーします。 

４）発電した電力を地域の家庭等で消費するために、

新電力会社 GPP 社 (グリーンピープルズパワー)と取

組み、電力の地産地消を実現します。 
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年は気温上昇が例年より異常に高くなり地球沸

騰化の時代とまで言われました。さすがにこの気

温上昇に無関心ではいられない人々が増えてきたよう

です。ＣＯＰ２８では化石燃料からの脱却、温室効果ガス

の排出を１９年比で６０％削減、再生可能エネルギー設

備を３０年まで３倍にする、途上国への基金始動などが

採択され対策が強化されます。最新情報によれば異常

気象の常態化、ティッピングポイント（後戻りができない

転換点）のおそれ、現状の対策のままでは今世紀末には

３度上昇するなど、気候変化はより加速しています。 

 

ウクライナやガザなどで起きている戦争は CO２の増大

と物価上昇という大きなリスクになっています。他方で日

本ではペロブスカイトの技術革新や風力発電の増加が

電力事情におおきな変化をもたらす可能性が出てきまし

た。さらにカーボン・プライシング（排出される炭素の量

に応じて何らかの形で課金をすること）や炭素税、ESG

投資など脱炭素対策は進んでいるように見えますが、グ

リーン・ウオッシュ（見せかけの環境配慮）への視点も欠

かせません。 

当会ではさらに地域社会の多くの方と連携し取組を広

めていきます。たとえば、省エネを進めるには、我慢をあ

まり強いることではなく、社会の認識を変える方策、ごみ

などへの取組はスコープ３の領域も注視してカーボンニ

ュートラルを訴えることです。自然や農業では環境や健

康への意識を高める活動は脱炭素をすすめることに繋

がって行きます。より直接的には自然エネルギー発電所

を地域に建設することです。自分事としてエネルギーの

社会化を意識した活動になり、行政との関わりを深める

ことが伴います。また、化石燃料由来の産業や重厚長大

産業の炭素削減、原発などの課題は投資の移動が経済

にとってプラスであること、一方で労働力の移動を適切

に行うなどのセンシティブな問題を解決しながら行う必

要があります。 

 

所沢市マチごとエコタウン推進計画では経営ネット

ワークと共に営農型発電と屋根置き型発電を促進する、

市民参加型の省エネ、環境整備、緑化などを総合的に

進めていくことなどが政策課題とされています。その促

進となる施策を提言していきます。さらに、将来を見据え

た配電網、交通政策、環境と緑と水・農業政策など所沢

のまちの形を提起できれば良いと思います。 

 

その基本的な性格としてドイツのシュタットベルケ、バ

ルセロナのミュニシパリズム（地域主権主義）、日本の

脱炭素先進事例などの各国の試みを所沢市に最適に

適用することです。スウェーデンではこのような転換で高

付加価値の投資を生み、働きやすい環境の中で世界的

な産業が生まれています。 

 

当会は、気温上昇により不安を感じる若い世代にも

希望を与える場になっていきたいとの思いと、さらに市民

の積極的な取り組みが行政や世論に影響を与えるくら

いの充実を図っていきたいと考えています。 

昨

所沢環境市民の会 

設立から１年を迎えて 
TPS 理事 栗田 彰 

 

早稲田大 平塚基志教授をお迎えして記念講演、その後

総会を開催、各担当者の活動報告がありました。 
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24 年 1 月 6 日、所沢市柳瀬地区で“陽

子ファーム”さんが管理されている“ヤマ”

の落ち葉掃きを行いました。昨 2023 年 7 月「武蔵野の

落葉堆肥農法」が FAO（国連食糧農業機関）によって

世界農業遺産に認定され、所沢市の広報でも大きく取

り上げられ、その効果で参加者が昨年比 2 割ほど増え、

合計は 140 名にもなりました。当日は、快晴の落葉掃き

日和で気持ち良く作業ができ、子どもたちも多く参加し

て和やかで楽しい雰囲気の中、予定通り正午に終了し

ました。

 大切な武蔵野の緑と循環型農業は、市民が継続して

協力し、守っていかなければなりません。所沢市民ソーラ

ー会員と所沢環境市民の会会員合わせて 10 名が参加

しましたが、今後も積極的な参加が望まれます。 

 

所沢市城「陽子ファーム」さん管理林（落ち葉掃きの

場所は、柳瀬公民館裏の雑木林、他） 

■ 共催： 陽子ファーム、所沢市農業振興課  

■ 協力： 市民大学 OB 会ところざわ倶楽部 所沢の

自然と農業サークル、市民大学ファームの会 

２０ 

落葉掃き体験会を実施して 
～循環型農業を応援し、里山を守り・未来に繋げる～ 

 

TPS 理事 中原 幹男 

＜参加団体＞ 

1. 所沢の自然と農業サークル 18 名    ９．YOT-TOKO 1 名 

2. 市民大学ファームの会 11 名     １０．日比田北自治会 1 名 

3. 山田ファーム＆ワーカーズコープ 5 名    １１．東所沢 5 丁目自治会 1 名 

4. 東京農工大 先生&夫人 2 名      １２．柳瀬地区包括支援センター 2 名 

5. 秩父学園みどりの応援隊 4 名     １３．所沢市社会福祉協議会 1 名 

6. 所沢高校インターアクトクラブ 6 名    １４．「すずかめ」子ども食堂 24 名 

7. 所沢市民ソーラー＆所沢環境市民の会 10 名  １５．陽子ファーム関係 20 名 

8. 生活クラブ生協 4 名       １６．一般公募 27 名 
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日米地位協定及び日米合同委員会 

・第 2 次世界大戦直後、枢軸国側（敗戦

国）の日独伊は、連合国側（戦勝国）との行政協定

を結びましたが、占領国と被占領国という「力関係

の差」を反映して、米軍優位の不平等性の強いもの

でした。  

・しかし、その後イタリアは 1951 年、ドイツ 1959 年

に、この不平等協定を改定し、いわば対等な立場か

らの協定になりました。 

・一方、日本は占領から間もない 1952 年に締結し

た「日米行政協定」は、1960 年に「日米地位協定」

に改訂されましたが、不平等性は殆ど見直されず、

その後 60 年以上も改訂されていません。  

 

日米地位協定の主要な問題点を以下に列挙します。  

・日本法の不適用/国際法違反：以下の諸問題の

根幹は、日本の国内法が米軍に適用されないこと

です。  

・日本側の費用負担/税免除/特権：地位協定上は

駐留経費のうち、日本が負担する経費は米軍への

施設提供に伴う土地賃料・周辺対策費等のみです

が、「思いやり予算」として規定を逸脱した巨額の

負担をしています。2022 年には合計 6300 億円を

超えており EU/アジアの中で突出しています。 

・事件/事故の対応：基地外で米軍による事件が発

生した場合,日本側の捜査権は制限されます。 

・刑事裁判権/身柄拘束：米軍基地周辺住民は、米 

兵による犯罪に苦しんできました。少女を強姦・殺人

しても日本でもアメリカでも裁かれないケースが少

なくありません。  

・民事賠償：日本国内で米軍が不法行為を行った場

合、損害賠償は地位協定に規定されてはいますが、

国際的に比較して米軍側に一方的に有利です。  

・環境問題：在日米軍の施設内で環境汚染が発生

した場合基地内への立ち入りは認められず、汚染

調査が困難。PFAS の問題は適例です。  

・航空機訓練による危

険/爆音：基地周辺で

は、健康被害を含む爆

音被害があり、米軍機

には航空法が適用除

外され、沖縄だけでな

く 、 東 京 （ 羽 田 ・ 横

田）・岩国・三沢など

超低空飛行による騒

音被害が深刻な状態です。  

・日米地位協定のもう一つの大問題は協定の解釈

や運用がブラックボックスの中で決められているこ

とです。  

・本協定に実施機関として「日米合同委員会」が設

置することが決められていて、日本側6名（外務省・

防衛省・財務省など）アメリカ側 7 名（大使館・陸

海空軍部長クラス）で構成され、2 週間に 1 回開催

されます。あらゆる問題が協議されますが、議事過

程は非公表、議事録は不開示と秘密体制が維持さ

れており、国会議員も知る権利を行使できません。  

・とにかくアメリカに対して、「忖度しすぎ」屈辱的な

状況が続いています。この問題は、一度河野外相が

ワシントンへ行ったとき提案したのですが、「けんも

ほろろ」に断られ、その後継続されていないそうです。

独立国として早急に改善が急がれます。 

９． 

  国内法  管理権  訓練・演習  航空機事故  
日本  原則不適用  立ち入り権・明

記無し  
航空特例法：規制

できず  
捜査権・行使しない  

イタリア  原則適用  イ司令部の下・

司令官常駐  
イ側の承認必要  イ警察証拠品押収  

ドイツ  原則適用  立 ち 入 り 権 明

記・パス支給  
ド側の承認必要  ド側規制・調査関与  

私の政策提言（５） 
これまでの掲載項目    5．リニア新幹線は今からでも中止すべき（『会報』第２２号） 

1.2022 年 7 月の参議院選挙総括   6. GX 推進法と GX 脱炭素電源法が成立 
2.エネルギー問題 （以上『会報』第２０号） 7.安保関連法 （以上『会報』第２３号） 
3．税制改革        8.福島原発・処理汚染水の海洋放出問題 
4.統一教会問題 （以上『会報』第２１号） 

TPS 理事 河登一郎 
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宅の省エネ対策を行う上で４番目に効果の大

きい部位は外気に接している床になります。戸

建て住戸の場合は地下室が無い限り 1 階の床下は

外気同様になっているのが一般的です。マンションな

ど集合住宅では最下階の住戸の床が該当します。1

階が駐車場などピロティ状になっている場合は 2 階の

住戸の床が該当します。戸建て住宅も 1 階がピロティ

ならば同じくその上の部屋の床は外気に接することに

なります。 

床下には太陽光が当たることが無いので、屋根や

外壁のような太陽による熱負荷の影響は少ないので

すが、四季のある日本では外気温の室内との差が大

きい季節には床面からの熱損失もばかになりません。

昭和期の住宅でも 50 年以前の家では床の底冷えを

訴える方は意外に多くいます。床下に断熱材が無いか、

軽微な断熱対策とか、粗雑な施工状態で効果が半減

している場合などの原因があります。 

改善策は意外に簡単で、床下に断熱材を張ること

で床の断熱性能は改善します。集合住宅の場合は戸

別に対応することが難しいですが、戸建て住宅の場合

は床下点検口から入って点検し、断熱材を張る施工

は素人でも可能です。前回紹介した遮熱シートを張る

ことでも床板が室温で安定して床が冷えることを防ぐ

ことが出来ます。この場合において、コツはこの後に記

載します気密を確保して隙間なく施工することが重要

なポイントになります。 

住戸の外皮性能を向上させるために開口部・屋

根・外壁・床で共通に言えることは気密性能です。日

本は高温多湿の気候から気密が高い場合に湿気が

室内にこもってしまい、カビの発生などの弊害の恐れ

があり、古い家屋などはあまり気密性を確保せずに適

度に空気が抜けるような建築が良いとされていました。

しかし省エネ性能や快適性を求める時代になって、敢

えて古民家暮らしを求める場合を除き、現代的な住環

境を造るためには気密性を上げることで温熱環境性

能を上げる方式に切り替える方法が、昨今の建築に

求められるようになりました。EU 諸国では気密性能を

設計段階で表示する義務があり、竣工後に気密測定

を行って性能を確かめる制度が確立しており、気密性

能技術士の資格制度が普及しています。EU 各国によ

って温度差はありますが、厳しい国では性能に満たな

い試験結果が出た場合は改善しなければ建物の使

用許可が得られない国もあります。我が国もその制度

に倣って建築基準法に気密性能の規定が民主党政

権時に出来ましたが、自民党政権に戻った直後にそ

の条文が削除された経緯があります。地域で真面目

にこつこつ施工している工務店には気密性能をしっか

り出せる会社もありますが、利益優先主義の大手ハウ

スメーカーの効率主義の会社では施工管理が行き届

かずに難しい面があり、経済性優先でもみ消されたと

いう訳です。 

建築に限らずだと思いますが、昨今の自動車会社

の不正性能偽装など大手の効率主義は身を削らずに

誤魔化し切り抜ける体質で、見つからなければ良い、

消費者に良いイメージを植え付ける戦略に長けていれ

ば OK という点で同じだろうと思います。科学的根拠

に依る正統派が認められず、ずる賢い者が勝つような

社会を助長しており、真の省エネや脱炭素社会の構

築は程遠いものだろうと思います。 

住宅の場合、一軒の家中の隙間の合計がハガキサ

イズ 1 枚（148 ㎠）程度ならばまずまずの合格です。

専門的には C 値と言って、延べ床面積(㎡)分の隙間

面積（㎠）で表しますが、C 値が 1.0 ㎠/㎡以下なら

ば良好ということです。気密測定は専門の測定器に依

って計測しますので、有償ですが 1 回 5 万円位です。 

また気密の高い建物の場合は換気を適度に確保す

ることも同時に必須となります。換気に依る熱損失も

あるため、対応する機器などを採用して成立させます。 

次回からは住宅で可能な再生可能エネルギーの活

用と経済効果などについて紹介して行きます。 

住

次世代に繋ぐために ～省エネ技術講座６～ 
TPS 理事 吉野 雅一 
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陽エネルギーを使った自然エネルギー

利用では、冬はエネルギーが不足しがち

です。太陽の光が低い位置からあたるし、日の

出から日の入りまでの時間が短くなるので、得

られる太陽エネルギーが少なくなります。一方気

温が低くなるので快適な温度を維持するために

は必要なエネルギーが多くなります。 

 我が家の自然エネルギーの機器は太陽熱温

水器と太陽光発電です。太陽熱温水器は一日

中晴れている場合、水温は４０度を超えるほどに

なります(曇りの日でも２０度を超える)。夏のよう

にすべてのお湯を賄うことはできませんが、だい

ぶ化石燃料（CO2 排出量）を削減しているはずです。

この時期の水道水の水温は１０℃以下なので、あらか

じめ水温が高くなっているだけでも効果が大きいので

す。 

 太陽光発電は、真冬の寒い日であってもよく晴れて

いれば、正味では一日の使用電気量を補って余りあり

ますが、蓄電池など電気をためる設備がない場合、発

電した電気の多くが売電に回り、自家消費する量は一

部にとどまります。寒くてまだ暗い(太陽光発電が発電

していない)朝や夜のエアコンの電気使用量が多く、

たくさん発電している昼間は比較的暖かいのでそれほ

ど電気を使わないからです。本当は発電が多い時間

にゆっくり起きて活動したいのですが、そういうわけに

もいきませんよね(笑)。 

 この状況を改善するには、エコキュートのようなヒート

ポンプ式の給湯機を入れて昼間の電気をお湯に変え

るか、蓄電池を入れる必要があります。FIT の売電期

間が終わるまでには対策を取ろうと思います。 

 蓄電池はまだ高価ですが、EV(電気自動車)を導入

して EV に使いきれなかった太陽光発電の電気を充

電すれば、エコノミーでエコロジーな生活を送れるか

もしれません。 

 でも EV もまだ高いし使い勝手もまだ

わからないというそこのあなた！ 所沢

市ではタイムズモビリティ株式会社が

連携して EV（電気自動車）カーシェア

リングの運用が令和 6 年 2 月 1 日か

ら始まります。使用している電気自動

車はリーフです。一度借りて載ってみて

EV がどんなものか体感してみてもい

いですね。個人的にはサクラのような

軽 EV など小型の EV にも乗ってみた

いです。 
  

太

 おもしろエコのあれこれ（1５） 

我が家の冬の自然エネルギー利用と EV（電気自動車） 
TPS 理事 村上大名 

 

発電量と消費量のグラフ。消費は発電が始まる前と終わっ
た後の時間に集中しています 
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くの国民の皆さんが知らずにいる中で、電力業

界において「容量市場」という新しい制度が始

まります。この制度は新電力の経営を揺るがす恐れが

ある、とんでもない制度です。 

 

●容量市場とは 

容量市場とは国全体で必要な電力の供給力（kW)を

取引する市場のことで実際に容量取引が始まるのは

2024年度です。2020年度に最初の入札が行われ、

2024 年度の発電容量(kW)確保を名目に、小売電

気事業者からお金を集める仕組みが作られました。入

札はその後毎年が行われています。投資回収済みの

古い原発や石炭火力にさらにお金が流れ、エネルギ

ーシフトに逆行する制度です。また、大手電力と再エネ

新電力との間の格差をさらに拡大させる制度でもあり

ます。 

出典：グリーンピープルズパワー用語集より 

https://www.greenpeople.co.jp/term/ 

 

●容量市場の仕組み 

容量市場は電力の小売業から拠出金を徴収し古い原

発や石炭火力にそのお金を与えるものです。古い発電

所は、ほぼ旧一電（※１）が所有していますので、新電力

は拠出金を支払うだけで、何のメリットもありません。旧

一電は支給された資金で古い原発や石炭火力の維持

管理をし、将来の発電に備えます。新電力が積極的に

造る再エネ発電所は資金の支給対象から実質的に外

されています。 

出典：パワーシフトキャンペーン 

http://e-shift.org/?p=3931 

●新電力の利益をむしばむ容量市場の制度 

2020 年に初めて行われた容量市場の入札(2024 年

度分）では、14,137 円/kW という金額に決定されまし

た。その後に調整が行われ、9,200 円/kW くらいになり

ました。試算すると、1kWh あたり 2.51 円になるとされ

ています。 

 GPPの家庭向けの電気料金の平均単価は現在30円

/kWh 程度なので、2024 年度から販売価格の 8％程

度のコスト増加が発生することになります。 

GPP では電力価格の利益を２％程度に設定しているた

め、８％のコスト増加は吸収できません。これは価格に反

映させ、「容量市場拠出金相当分」として、明確化して

ゆく予定です。 

●これからの提言 

この問題を解決するため

には、政府や関係者に対し

て、制度改革や廃止を求

める声を上げてゆきます。

古い発電所を温存するだ

けの仕組みは、将来の発

電所不足に備える対策に

はならず、その実態が多く

の人たちの知るところにな

れば、必ずや廃止になると

思います。 

●詳しくは YouTube をご覧ください。 

https://www.youtube.com/watch?v=OaAjEYTmvw4&t=3s 

※１  北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北

陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖

縄電力の総称。以外が新電力。  

多

新電力を苦しめる容量市場制度 
 

TPS 理事 大島 浩司 
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第 5 期社員総会決算報告  TPS 理事 中原 幹男 

科　　　　　目

Ⅰ　経常収益

　１　事業収益

　太陽光発電事業 837,635 837,635

　２　その他収益

　　　受取会費 39,000

　　　受取利息 36 39,036

  経常収益計 876,671

Ⅱ　経常費用

　１　事業費

　　　　減価償却費 671,777

　　　　その他 170,227 842,004

　２　管理費

　　　　雑費 17,350

　　　　支払会費 8,000

　　　　会場費 4,000 29,350

　経常費用計 871,354

Ⅲ　経常外収益

0

Ⅳ　経常外費用

0

①税引前当期純利益（Ⅰ-Ⅱ+Ⅲ-Ⅳ） 5,317

　法人税等 145,000

②当期純利益 -139,683

③前期繰越利益 1,563,163

　次期繰越利益（②+③） 1,423,480

＊減価償却費　償却4年度定率0.127

科　　　　　目 金額　　（単位　円）

Ⅰ資産の部

　　１流動資産

　　　　現金及び預金 4,505,675

            流動資産合計 4,505,675

　　２固定資産

　　　　太陽光発電システム 4,212,951

　　　　東電系統連系工事費 218,027

　　　　敷地整備工事費 186,827

　　　　　　固定資産合計　(注4） 4,617,805

　　　　　　資産合計 9,123,480

Ⅱ　負債の部

　　１流動負債 0

　　２固定負債

　　　　基金　（注1） 3,200,000

　　　　建設協力金　（注2） 4,500,000

　　　　　　固定負債合計 7,700,000

　　　　　　負債合計 7,700,000

Ⅲ　正味財産の部

　　前期繰越正味財産 1,563,163

　　当期正味財産増加額 -139,683

　　正味財産合計 1,423,480

（注1）基金の内訳：社員10名200万円、町田市民電力㈱200万円。

　　　 町田電力へ第4回返金20万円。町田電力返金累計80万円、基金残120万円

（注2）建設協力金：建設資金1口10万円×30口。他に品川、中原、大島、河登、

　　　 山本各30万円。

（2022年11月1日から2023年10月31日まで）一般社団法人 所沢市民ソーラー
金　　　　　額　（単位・円）

第5期　貸借対照表 2023年10月決算
　　　（2023年10月31日現在）一般社団法人 所沢市民ソーラー



9 

 

23 年産小麦粉を使用した、所沢半生うど

ん「さんさん」は 

本年 2 月 22 日より発売予定 

 

村上農園（所沢市南永井 934-4）で昨年 6 月に収

穫しました小麦は籾の状態で冷蔵庫に保管され、今

年の 1 月に川越の精粉所で小麦粉にし、2 月中旬に

川越いもの子製麺にて半生うどんに製造加工します。

発売日は 2 月 22 日を予定しております。 

今年の半生うどん（1 パック 250ｇ、約 2 人分、380

円）の製造数量は 400 パック（昨年は 200 パック）

を予定しています。昨年の小麦の収量が 1 昨年に比

べ、カラスの被害などがなく多かったためです。種まき

から収穫、脱穀など皆さんのご支援の賜物です。是非

ご賞味いただければ幸いです。 

直販希望の場合は品川昭(090-2908-9973)まで

電話ください。 

所沢市観光情報・物産館 YOT-TOKO(よっとこ)（サ

クラタウン横）でも販売を予定しております。 

  20 
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月２９日、町田市民電力（株）入澤 滋取締役

による第４回の保守点検が年次点検表に基

づいて行われ、５人の理事がお手伝いをしながら立ち会

いました。 

 初めにドローンで上空から撮影し、次いでパネルを下

から確認すると共にグラつきをチェックしました。架台と

基礎については、マークによるボルト・ナットのゆるみ・

錆・部品の脱落・破損等についてチェックしました。接続

箱はパワーコンディショナーの中にある為チェックできず

に省略しました。 

 異常はありませんでしたが次の３点が指摘されました。 

〇 太陽電池モジュール表面に汚れが認められた箇所

は、昨年度と汚れの箇所が異なっており、降雨によって

流れ落ちたものと推察され、発電量の低下も認められな

いことから、パネル洗浄は不要と判断いたします。 

〇 畑から自生している草木（ビワ）によって配管が圧迫

されていた箇所について、枝の伐採で現状は問題あり

ませんが今後も定期的な観察が必要です。 

〇 太陽電池モジュール裏面のジャンクションボックスに

接続しているケーブルに過剰な張力がかかっている箇

所について、発熱の跡は見られませんでしたが引き続き

点検時に経過・観察いたします。 

 

発電量の低下が認められないこと、洗浄には足場を組

む必要があることなどから当面洗浄は不要とします。 

 ナットのゆるみ止めマーカーが一部消えかかっている

ので印を付け直す必要があります。足場を組む必要が

ない基礎の部分のみ４月までに実施する予定です。 

 

１１・１２月の発電量実績 
 

TPS 理事 栗田彰 
 

電（９日締め切り）の２２年１１月と１２月の売上

実績はそれぞれ 63,003 円、 50,331 円。２３

年１１月と１２月のそれは 76,051 円、 57,142 円と

なっています。これを見ると２３年１０月１０日～１２月９

日の売電額は合計で２万円弱い高い金額となってい

ます。それだけ日照条件が良かったと言えます。 
 

１1 東

一般社団法人(非営利型)所沢市民ソーラー会報 (略称ＴＰＳ会報)  
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